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「地域経済政策推進事業費補助⾦（映像芸術⽂化⽀援事業）」における 
ハマカルアートプロジェクト 2024 間接補助事業者 公募要領 

 

学⽣制作型(実習枠/企画募集枠)募集 
【令和 6 年 7 ⽉ 18 ⽇ 版】 

＜はじめに＞ 

福島県の浜通りを中⼼とした福島 12 市町村*の⼀部では、東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所の事故によ
り、現在も⼀部避難指⽰が継続されており、復興は進展しつつある⼀⽅、依然として⼈⼝、経済など
あらゆる⾯に東⽇本⼤震災や原⼦⼒災害の痕跡が⾊濃く残っており、まだまだ挑戦していかなければ
ならない課題があります。 
※福島12 市町村：東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所の事故に伴い避難指⽰等の対象となった福島県⽥村市、南相⾺市、川俣町、広野
町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町、葛尾村および飯舘村の全 12 市町村を指す。以下、「12 市町村」と記載す
る。 
  
ハマカルアートプロジェクト 2024<学⽣制作型>（以下、本事業）では、こうした背景を持つ地域に
おいて、これから進学や就職を控え社会に挑んでいく学⽣の創造性を⼀つの基軸とし、住⺠の⽅々と
の交流を通じて、もともと当該地域に伝承されてきた歴史、伝統・伝承、⽣活、⽂化を再発⾒する、
あるいは新しい価値を創出することを⽬指しています。 
  
そこで、本事業においては、12 市町村内に滞在しながら創作活動を⾏い、その過程で地域や地域住⺠
と深く関わりを持ちながら、魅⼒あるまちづくりに繋げていくような多彩な創造的活動を⾏う全国の
学⽣たちを⽀援します。 
  
本事業の公募では、上記⽬的・趣旨に沿った活動を実施する間接補助事業者を募集し、その事業に係
る費⽤の⼀部または全部を、経済産業省から採択を受けた補助事業者（株式会社Wasshoi Lab）が補
助します。 
  
本事業における間接補助事業者の枠組みには、以下の 2 つがあります。 
①実習枠：学⽣を含めた⼈員で構成される間接補助事業者が主体となって取組を企画、実施する場合 
②企画募集枠：間接補助事業者が本事業で取組を⾏う学⽣を募集および採択し、学⽣の取組を⽀援す
る場合 
  
公募は⼀次公募（7 ⽉ 17 ⽇(⽔)申請締切）と⼆次公募（8 ⽉ 7 ⽇(⽔)申請締切）の 2回、設けており
ます。公募期間中には公募説明会および活動予定地域とのマッチング会を実施します。詳しくは公募
要領本編および別紙をご確認ください。 
※本資料で⽤いられている⽤語の定義は公募要領「１３. 使⽤する⽤語の定義」をご覧ください。 
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１. 補助事業の⽬的 
この補助事業は、東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所の事故により、避難指⽰が発令されるなど、東⽇

本⼤震災や原⼦⼒災害の痕跡が⾊濃く残る、福島県の浜通りを中⼼とした福島 12 市町村において、
⽂化・芸術といった⼈々の創造性を基軸とし、もともと当該地域に伝承されてきた歴史、伝統・伝承、
⽣活、⽂化を再発⾒あるいは新しい価値を創出していくことで、これまで当該地域に関わりのなかっ
た⼈々の関⼼を惹き、当該地域において新たな⼈の交流を促していくことを⽬指しています。 

そのために、下記のような学⽣による取組がなされることを期待します。 
・ 地域内外の⼈同⼠の対話・交流の場の創出を実現すること 
・ 本事業を通じて、地域内外の⼈が 12 市町村に関⼼をもち訪れるきっかけを創出すること 
・ 本事業を通じて、地域内外の⼈の 12 市町村内での創造的活動の増加が誘発されること 
・ 地域内外の地域内外で活動する者同⼠が活動を通じて出会うことで、新たな創造的価値を⽣み出

すこと 
・ ⻑期的な観点から、地域内の創造性向上の助けとなるような影響をもたらすこと 
・ 多彩な⽂化芸術活動を通じた経済活性化に寄与する活動を⽣み出すこと 

そして、地域内外から地域内の創造性向上を実現し、そこで⽣み出された⽂化的資本が最終的に経
済や社会の発展にもつながる状態を実現することが本補助事業の将来像です。 

 

 
 

２. 本補助事業内でのサポート 
本補助事業では、下記の３つのサポートを⾏います。 

（1） 現地調整・事業推進をサポートします。 
円滑な事業推進の実現のため、現地コーディネート、アート事業に関するアドバイスなど充実
したサポートを⽤意しています。 
公募期間中は、12 市町村内の現地ネットワークづくり・現地視察を⽬的とした「マッチング
ツアー・オンラインマッチング会（※要申込）」を実施します。また、採択決定後は⽉に 1回
程度の進捗会議を通して、⼈脈づくりや、活動場所の相談など地域内での制作活動を事務局チ
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ームが丁寧に伴⾛します。（詳細は、「６−５. 申請前 12 市町村マッチング会の実施（任意参
加）」をご覧ください）、 

（2） 成果報告会の場を提供します。 
補助事業に採択された間接補助事業全体で合同の成果報告会を実施し、間接補助事業者に対し
て、作品の発表の場を提供いたします。 
成果報告会は 12 市町村のいずれかの⾃治体で令和 7 年 2 ⽉頃（事業期間内）に実施する予定
です。会場や報告については、間接補助事業者の採択後、各団体の取組内容に応じて検討し、
お知らせします。 

（3） 事業にかかる費⽤を補助します。 
間接補助事業にかかる費⽤を 1 事業者あたり 100万円〜1,000万円補助します。取組のための
諸経費として、⼈件費、備品費、旅費や謝⾦など幅広い費⽤に活⽤いただけます。 

 
３. 補助対象事業の概要と要件 
３−１. 申請形式 
本補助事業では、間接補助事業者となる団体等の⽴場によって下表２点の申請形式を⽤意しています。 

概要 補助額 補助率 
① 実習枠 
学⽣を含めた⼈員で構成される間接補助事業者が、主体となって取
組を企画、実施する場合。 

100万円 
〜1,000万円 
（※2） 
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② 企画募集枠 
間接補助事業者が本事業で取組を⾏う学⽣を募集・採択し、学⽣の
取組の⽀援および経理処理の対応を⾏う場合。 
※1 原則として12市町村内で取組を⾏うことを想定していますが、例外として事務局や経済産業

省との協議の結果、12市町村外の市町村での活動を認められる場合があります。 
※2 事業効果が⼗分であると判断される場合は、申請額が100万円を下回る事業も採択される場合

があります。 
 
３−２. 補助対象事業の要件 
本補助事業における補助対象事業の要件は下記の通りです。 
（１） 補助対象となる事業者が、単独または複数の地域（12 市町村内）において、取組を⾏うこと。 
（２） 交付決定⽇〜令和 7 年 2 ⽉ 14 ⽇（⾦）までに、発注・納⼊・検収・⽀払等の事業の⼿続きの

全てが完了する事業であること（原則、事業期間の延⻑はありません）。 
（３） 合計 7 ⽇以上の現地活動※（うち連続 2 ⽇以上の現地活動を１回以上）を⾏う学⽣が 2 名以上

いること。※ 現地活動の考え⽅については、本項 P.5「「現地活動」の考え⽅について」を参照 

（４） 取組を通じて学⽣と地域住⺠との対話や共創的な活動等のコミュニケーションや交流づくり
を実施すること。 

（５） 事業計画書を策定し、当該計画書に基づいて、取組を実施すること。 
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間接補助事業者は、公募申請時に、本事業の「事業計画書」を作成し、事務局に提出するこ
ととします。ただし、交付申請までに実施体制等に変更があった場合は、交付申請時に変更
後の連携体制等を記載した事業計画書を再提出いただきます。実施体制等に変更が無い場合
は、再提出の必要はありません。 

（６） 事業採択後の計画変更が必要な場合、事務局と協議すること。 
本事業の趣旨・⽬的に反する計画の変更や不履⾏があった場合、補助対象事業として認めら
れない場合があります。また、事務局に計画変更（等）承認申請書を事前提出するべき変更
を間接補助事業者の独断で実⾏したことが後からわかった場合にも、補助対象事業として認
められない場合があります。 

（７） 計画に基づき実施した取組について、「５−４．間接補助事業の実施に係る調査協⼒・報
告」で定める実績報告書を提出すること。また、実績報告書ならびに成果物の公表に応じる
ことができること。  

（８） 「５−３. 成果報告会」で定める成果報告会に出席すること。出席が難しい場合、事務局と
協議の上、決定した対応を⾏うこと。   
 

「現地活動」の考え⽅について 

12 市町村において⾏われる下記の活動を、「現地活動」とします。 
・ アート活動 
・ アート活動のためのリサーチ活動 
・ アート活動を通じた地域住⺠とのコミュニケーションや交流活動 
・ アート活動の成果発表（展覧会、イベント等） 
・ 活動を⾏うための 12 市町村内の移動 
 
現地活動を 4時間未満は現地活動とは認められません。） 
※ 12 市町村外での活動についても、意義が認められ、事務局の合意があれば現地活動と認める場
合もあります。ただし、主たる現地活動は 12 市町村内で実施してください。 
※ 12 市町村内外を往来する移動や、宿泊時間は現地活動に含まれません。 
 
合計 7 ⽇の現地活動を⾏うためには、例えば下記のようなパターンが考えられます。 
１． 連続して現地活動を実施する場合 
・1 ⽉ 1 ⽇から 1 ⽉ 7 ⽇を現地滞在期間とし、毎⽇ 8時間以上現地活動を⾏う場合。 

（合計滞在期間 7 ⽇間のうち全てが「現地活動⽇」としてカウント可能です。） 
・1 ⽉ 1 ⽇から 1 ⽉ 14 ⽇を現地滞在期間とし、毎⽇ 6時間現地活動を⾏う場合。 

（合計滞在期間 14 ⽇間のうち全てが「半⽇現地活動⽇」としてカウントされるため、 
 14 ⽇間✕0.5⽇（半⽇）＝合計 7 ⽇間の現地活動、とみなすものとします。） 

 
２． 複数回に分けて現地活動を実施する場合 
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・1 ⽉ 1 ⽇から 1 ⽉３⽇の 3⽇間と、1 ⽉ 15⽇から 1 ⽉ 18 ⽇の 4 ⽇間を現地滞在期間とし、毎⽇
8時間以上現地活動を⾏う場合。 
（合計滞在期間 7 ⽇間のうち全てが「現地活動⽇」としてカウント可能です。） 

・1 ⽉ 1 ⽇から 1 ⽉５⽇の 5⽇間と 1 ⽉ 11 ⽇から 1 ⽉ 14 ⽇の 4 ⽇間を現地滞在期間とし、前半
5⽇間は毎⽇ 8時間以上、後半 4 ⽇間は毎⽇６時間現地活動を⾏う場合。 
（合計滞在期間９⽇間のうち、後半 4 ⽇間は「半⽇現地活動⽇」としてカウントされるため、 
 5⽇間＋4 ⽇間✕0.5⽇（半⽇）＝合計 7 ⽇間の現地活動、とみなすものとします。） 

 
 

３−３. 実習枠の内容 
学⽣制作型実習枠は、学⽣を含めた⼈員で構成される間接補助事業者が主体となって企画、実施す

る場合、対象となります。例えば、下記のようなケースが想定されます。 
例）12 市町村内に拠点を有する法⼈等が地域内外の学⽣を招待し、学⽣をコーディネートする形
でアート活動を⾏う／制作会社がインターン学⽣ 2名以上を中⼼に、社員がフォローしながらアー
ト活動を⾏う／中学校、⾼校、⼤学、専⾨学校等の講師が⾃⾝の所属法⼈で申請し学⽣とともにア
ート活動を⾏う。 

 
申請にあたっては、下記（ア）〜（キ）の項⽬を全て盛り込んだ具体的な事業計画を策定し、申請書
類 様式 2「事業計画書」および様式 4「実施体制⼀覧表」にご記載ください。（各項⽬は、取組を円
滑に⾏うため申請時までに計画および調整することが望ましいものです。） 

(ア) 学⽣とともに⾏うアート活動の企画コンセプトおよびその⼿法 
(イ) 学⽣の所属機関と、本事業における役割 
(ウ) 間接補助事業期間中の学⽣のアート活動に対する専⾨的⽀援 
(エ) 学⽣と地域住⺠との交流を⽣む仕掛け 

例）インタビュー、ワークショップ、活動発表会等、地域住⺠や事業者等に向けた活動やコミュ
ニケーション機会づくり 

(オ) 成果物を観覧あるいはイベントに参加する域内外の⼀般の⽅の集客⽅法 
(カ) 参加した学⽣が関係⼈⼝として関与し続けるための⼯夫や計画 
(キ) その他取組を効果的かつ適切に実施するための⼯夫や計画 
 
 
３−４. 企画募集枠の内容 

学⽣制作型企画募集枠は、間接補助事業者が取組を⾏う学⽣を募集・採択し、学⽣の⽀援および経
理処理を⾏う場合対象となります。例えば、下記のようなケースが想定されます。 
例）学⽣を対象に、12 市町村内を舞台にした作品を募集する映像コンテストを開催し、制作された
作品を県内外で上映する／12 市町村内に拠点を有する法⼈等がダンス・⾳楽・演劇などのパフォ
ーマンスに優れた学⽣を募集し、採択学⽣の地域ワークショップ運営を⽀援する 
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申請にあたっては、下記（ア）〜（キ）の項⽬を全て盛り込んだ具体的な事業計画を策定し、申請書
類 様式 2「事業計画書」および様式 4「実施体制⼀覧表」にご記載ください。（各項⽬は、取組を円
滑に⾏うため申請時までに計画および調整することが望ましいものです。） 

(ア) 12 市町村でアート活動を⾏う学⽣を募集する計画（イベントやコンテスト等） 
(イ) 学⽣の募集⽅法 
(ウ) 間接補助事業期間中の学⽣のアート活動に対する専⾨的⽀援 
(エ) 学⽣と地域住⺠との交流を⽣む仕掛け 

例）インタビュー、ワークショップ、活動発表会等、地域住⺠や事業者等に向けた活動やコミュ
ニケーション機会づくり 

(オ) 成果物を観覧あるいはイベントに参加する域内外の⼀般の⽅の集客⽅法 
(カ) 本事業終了後も、参加した学⽣が関係⼈⼝として関与し続けるための⼯夫や計画 
(キ) その他取組を効果的かつ適切に実施するための⼯夫や計画 
 
４. 間接補助事業者の要件 

本補助事業における間接補助事業者の要件は以下の通りです。 
・ 法⼈（企業、学校法⼈、⼀般社団法⼈、⼀般財団法⼈、特定⾮営利法⼈等）または任意団体で

あること。（ただし、学⽣のみで構成される団体での申請は対象外とします。） 
なお、任意団体の場合は、収⼊を得て出演者やスタッフに主体的に賃⾦を⽀払い決算書や計画
書で収⽀状況の確認がとれる場合のみ、対象とします。 

・ 間接補助事業および組織運営を適切に⾏うことができ、かつ、管理運営体制が整備されてお
り、事業の円滑な実施に⽀障をきたすおそれがないこと。 

・ 間接補助事業と他の事業とを明確に区分して、経理処理、業務管理等を遂⾏できること。 
・ 宗教的または政治的な宣伝・主張を⽬的としないもの。 
・ 経済産業省および事務局による、間接補助事業期間中の取材対応、取組内容や成果物の情報提

供等に応じることができること。 
・ 必要に応じて事務局と連携・協議し、間接補助事業を実施する上で必要な措置を適切に遂⾏で

きる体制を持っていること。 
・ ⽇本国内に活動拠点（責任者住所、本店または⽀店）を持ち、国内⾦融機関⼝座を持っている

こと。 
・ 間接補助事業の期間中および終了後５年間、事務局の求めに応じて、指定の⽅法で事業の活動

状況・成果等を報告可能な主体であること。 
・ 経済産業省所管補助⾦交付等の停⽌および契約に係る指名停⽌等措置要領（平成１５・０１・

２９会課第１号）別表第⼀および第⼆の各号第⼀欄に掲げる措置要件のいずれにも該当しない
こと。 
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５. 間接補助事業の実施 
５−１. 間接補助事業の実施期間 

間接補助事業の実施期間は、以下の通りとします。 
交付決定⽇〜令和 7 年 2 ⽉ 14 ⽇（⾦）まで 
※ 交付決定⽇は採択公表⽇から約 3週間以内を予定しています。 

交付決定までに要する時間によっては、前後する場合がありますので、ご留意ください。 
※ 事業内容等の観点から、合理的な理由がある場合には、事業終了⽇を令和 7 年 2 ⽉ 14 ⽇（⾦）
以降に設定することについて相談に応じます。該当する場合は、あらかじめ事務局までご相談くだ
さい。 

 
５−２. 共通研修の実施 
 交付決定後、採択された間接補助事業者およびアート活動を⾏う学⽣を対象とした研修を実施し
ます。本研修では、12 市町村の地域⾵⼟に対する理解、地域で実施するアート活動のポイントなど
をテーマに、専⾨家を交えた勉強会を実施します。上記により、補助事業全体の⽬的達成に向けた
共通認識を図ります。 

本研修は 12 市町村内のいずれかの⾃治体またはオンラインにて採択後速やかに実施予定です。本
研修は原則参加必須とします。現地参加に際して発⽣する旅費等の経費は、間接補助事業の経費とし
て計上することが可能です。研修の詳細は、採択決定後にお知らせします。 
 
５−３. 成果報告会 

令和 7 年 2 ⽉頃（事業期間内）に事務局が主催する成果報告会を開催します。 
成果報告会は、アート活動のプロセスや完成した作品を共有し合うことで、地域内外の交流を⽣み、

地域と学⽣等がつながり続ける関係性づくりを⽬的としています。 
成果報告会は間接補助事業者の担当者および取組に関与した学⽣の参加を必須とします。 

ただし、学⽣の参加が多数である場合は、１事業者あたりの参加学⽣⼈数を制限する場合があります。 
なお、成果報告会参加に際して発⽣する旅費等の経費は、間接補助事業の経費として計上すること

が可能です。  
 
５−４. 間接補助事業の実施に係る調査協⼒・報告 

間接補助事業者は採択後、進捗や成果、商材・サービスの情報等について、事務局の求めに応じて
情報を提供するとともに、事務局からの調査依頼等があった場合は原則協⼒いただくこととします。 

また、事業期間中に以下の報告を⾏うものとします。 
報告の⽅法や様式は事務局より提⽰し、事務局と協議しながら作成するものとします。 

① 遂⾏状況報告書の提出 
間接補助事業期間中、事業の進捗状況、補助対象経費の執⾏状況等について取りまとめた遂⾏
状況報告書を定期的に事務局に提出すること。 

② 実績報告書の提出 
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間接補助事業の終了(廃⽌の承認を受けた場合も含む)時に、間接補助事業の実施概要・成果実
績等とともに、提出書類および帳票類をとりまとめた実績報告書を事務局に提出すること。 
実績報告書の提出期限は、令和 7 年 2 ⽉ 28 ⽇（⾦）とします。 

 
※報告内容は今後、変更になる場合がございます。また、必要に応じて追加資料等の提出を求める場
合がございます。また、参加学⽣にもレポートやアンケート等を求める場合がございます。 
 
６. 間接補助事業の申請⼿続 
６−１. 公募期間 

間接補助事業の応募申請に際しては、参加表明（６-２. 参加表明）と申請書類の提出（６-３ 申請
書類の提出）をともに以下の期間内に完了させる必要があります。 

学⽣制作型 ⼀次公募 
参加表明 令和 6 年 6 ⽉ 28 ⽇（⾦）〜 令和 6 年 7 ⽉ 17 ⽇（⽔）15:00 
申請書類の提出 令和 6 年 6 ⽉ 28 ⽇（⾦）〜 令和 6 年 7 ⽉ 17 ⽇（⽔）15:00 
学⽣制作型 ⼆次公募 
参加表明 令和 6 年 6 ⽉ 28 ⽇（⾦）〜 令和 6 年 8 ⽉ 5 ⽇（⽉）15:00 
申請書類の提出 令和 6 年 7 ⽉ 18 ⽇（⽊）〜 令和 6 年 8 ⽉ 7 ⽇（⽔）15:00 
 
学⽣制作型において、1 事業者が申請できる件数は 1件とします。 
なお、⼀次公募に申請する事業者は、⼀次公募で不採択となった場合に⼆次公募での再審査を希望

することが可能です。⼀次・⼆次を含む申請事業者全体の審査結果を鑑み、相対的に優れた提案であ
った場合に、⼀次審査不採択であったとしても、繰り上げで採択となる可能性がございます。 
⼆次公募での再審査を希望する場合は、申請書類の該当箇所にその旨を記載の上、様式３「スケジ
ュール表」を⼀次公募⽤、⼆次公募⽤の 2種類作成してください。なお、⼆次公募で採択された場合
の事業開始時期（交付決定時期）は９⽉上旬頃の予定です。したがって、⼆次公募⽤の様式３「スケ
ジュール表」では事業開始時期を９⽉上旬以降に設定の上、期間内に業務が完了できることを確認し、
申請ください。 
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＜公募スケジュール表＞ 

 
６−２. 参加表明 
 本補助事業の申請には、事前に参加表明フォームの受付が必要です。以下の URL または QR コー
ドから参加表明フォームに遷移し、ご⼊⼒ください。フォームによる申込みの後、登録したメールア
ドレスにすぐに⾃動返信が送られますが、受信できない場合は事務局メールアドレスまでお問合せく
ださい。また、参加表明は申請を決定したらなるべく早めにご⼊⼒いただきますようよろしくお願い
いたします。 
＜参加表明フォーム＞ 
https://forms.gle/ASSTyVLTyc6QLLgu5 
※上記の URLは、本補助事業公募サイト（https://hamacul-project.com）に
掲載されているリンクと同⼀です。 
 
６−３. 申請書類の提出 

本補助事業の申請には、指定の申請書類の提出が必要です。 
「１２. 申請書類⼀覧」に記載されている書類のうち、様式が指定されているものは、本補助事業
公募サイト（https://hamacul-project.com）からダウンロードし、情報を⼊⼒してください。すべ
ての提出書類が揃った後、以下のアドレスにメール添付して申請してください。 

contact★hamacul-project.com（ハマカルアートプロジェクト 2024 事務局 宛） 
※上記の「★」記号を「@」記号に置き換えて下さい。 

メールの送信時は、件名を必ず「【公募申請】（申請団体名）ハマカルアートプロジェクト 2024」と

https://forms.gle/ASSTyVLTyc6QLLgu5
https://hamacul-project.com/
https://fukushima12-stu-art.jp/
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してください。  
 申請内容の確認後、事務局より受領確認のメールを送付します。セキュリティファイル容量の都合
上、メールが受信エラーとなる場合もありますので、必ず事務局から受領確認メールが来たことをご
確認ください。受領確認メールを確認できない場合、事務局までご連絡ください。 
ファイル容量について、3メガバイト以上のファイルは、事務局において受信できない可能性があ

るため、必要に応じてファイル共有サービスを活⽤するか、メールを複数回に分けてお送りください。  
 
６−４. 公募説明会 

間接補助事業の趣旨や公募要領の内容、提出すべき書類や記載⽅法等に加え、事業計画の策定や申
請書類の作成に当たっての要点をご案内する説明会を以下の通り開催します。 

間接補助事業の採択を受けるためには、事業趣旨・内容等を⼗分理解した上で、事業計画を具体化
することが重要であるという観点から、申請検討者は可能な限り参加することを推奨します。（説明
会に参加しない場合であっても申請は可能です。） 

 

＜開催⽇時＞ 
第 1回（⼀次公募申請検討者向け） 令和 6 年 7 ⽉ 2 ⽇（⽕）12：00〜14：00 
第 2回（⼆次公募申請検討者向け） 令和 6 年 7 ⽉ 11 ⽇（⽊）12：00〜14：00 
第 3 回（⼆次公募申請検討者向け） 令和 6 年 7 ⽉ 16 ⽇（⽕）12：00〜14：00 

（いずれの回も内容は同⼀です。） 

開催⽅法：オンライン会議形式（使⽤ツールは Microsoft Teamsを想定） 
参加⽅法：各回の前⽇ 18:00 までに、下記の説明会申込フォームに必要事項を⼊⼒の上お申込みくだ
さい。 
※説明会の参加⽅法については、説明会申込フォームに⼊⼒されたメールアドレス宛にご案内します。 
 
＜説明会申込みフォーム＞ 
https://forms.gle/kd2bYXhqq3Jg85Sm9 
※上記の URLは、本事業公募サイト（https://hamacul-project.com）に掲載さ
れているリンクと同⼀です。 
 
６−５. 申請前 12 市町村マッチング会の実施（任意参加） 

間接補助事業者が 12 市町村の実態を把握することや、採択後に事業を円滑に進めることを⽬的と
し、本事業申請予定者が、申請書類提出前に 12 市町村で活動する団体や個⼈との意⾒交換を⾏う「申
請前 12 市町村マッチング会」を実施します。 
申請前 12 市町村マッチング会への参加は任意ですが、間接補助事業の採択を受けるためには、現

地の実態を⼗分理解した上で、事業計画を具体化することが重要です。現在、12 市町村関連の団体や
個⼈とのつながりがない⽅は、ぜひお申込みください。 

https://forms.gle/kd2bYXhqq3Jg85Sm9
https://fukushima12-stu-art.jp/
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※ 申請前 12 市町村マッチング会に参加しない場合であっても間接補助事業の申請は可能であり、 
マッチング会参加有無による審査上の優遇等はありません。 
※応募者多数となった場合、抽選となります。ご了承ください。 
 
申請前 12 市町村マッチング会への参加申込みの締め切りは下記の通りです。 
⼀次公募申請予定者 令和 6 年 7 ⽉ 2 ⽇（⽕）15：00 
⼆次公募申請予定者 令和 6 年 7 ⽉ 17 ⽇（⽔）15：00 

※ 実施内容や申込み⽅法等は本補助事業公募サイトよりダウンロードできる別紙をご覧ください。 
 
６−６. 申請にかかる留意事項等 
・ 提出された申請書類等は、本事業の採択審査等以外の⽬的には使⽤しません。 
・ 提出された申請書類等は返却しません。 
・ 機密保持には⼗分配慮いたしますが、採択された場合には、「⾏政機関の保有する情報の公開に

関する法律」(平成 11 年 5⽉ 14 ⽇法律第 42号)に基づき、不開⽰情報(個⼈情報、法⼈の正当な
利益を害する情報等)を除いて、情報公開の対象となりますので、あらかじめご了承ください。 

・ 申請書類等の作成費は、補助対象経費に含まれません。また、選定の正否を問わず、提案書の作
成費⽤は⽀給されません。 

・ 申請書類に記載する内容は、今後の事業実施の基本⽅針となりますので、予算額内で実現可能な
内容のみ記載してください。 

・ 採択後に事務局との協議を経た上で、最終的な事業計画書の承認を⾏います。採択状況や交付決
定までの期間によっては、申請書類に記載した事業内容(事業スケジュール、⽀出計画等)に変更
が必要となる可能性がありますので、ご留意ください。 

・ 申請書類に記載された内容に基づいて審査を⾏うため、採択後であっても、申請者の都合により
記載された内容に⼤幅な変更があった場合には、不採択となる可能性があります。 

７. 審査・採択 
７−１. 審査⽅法 
申請書類の内容等について、以下に定める審査項⽬を踏まえて事務局が作成する審査表に基づき、
外部有識者等により構成される審査委員会（⾮公開）において厳正な審査を⾏います。 

また、審査状況によっては、申請書類の内容に加えてプレゼンテーション形式での審査を⾏う場合
があります。プレゼンテーション形式の審査を実施する場合は、対象者に対してのみ、開催案内を開
催予定⽇時 2 ⽇前までに告知します。（開催予定⽇については後⽇ご案内いたします。） 
審査の経過や採択されなかった理由等に関するお問合せには応じられませんのでご了承ください。 
７−２. 審査・評価項⽬ 
 審査・評価項⽬は以下の通りです。 
（１） 適格審査項⽬（いずれかが不適の場合は不採択） 

① 提出された申請書類等の内容に不備等がないか。 
② 「４. 間接補助事業者の要件」に定める要件を全て満たしているか。 
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③ 「１１. 間接補助事業者の除外要件」に当てはまらないことを誓約しているか。 
④ 「３−２. 補助対象事業の要件」で定める要件を全て満たしているか。 
⑤ 財務状況等は、適切な間接補助事業遂⾏に⽀障がないか。 

（２） 事業要件項⽬（いずれかが不適の場合は不採択） 
① 取組の内容は、本事業の趣旨・⽬的に合致していることが前提となっているか。 
② 取組の実施スケジュールは、現実的・効率的・効果的に遂⾏可能なものか。 
③ 事業に要する経費は、事業の内容・効果・成果に対して適切か。過⼤でないか。 

 
（３） 評価項⽬ 

事業効果 ① 12 市町村内の住⺠と域外の⼈々が効果的に交流をする機会をつくる計画
を有しているか。 

② 取組を⾏う学⽣の数は⼗分であるか。 
③ 間接補助事業の内容を広く発信する⼯夫が施されているか。 
④ 取組が地域や地域住⺠にもたらす効果は⼗分であるか。 

将来性 ⑤ 間接補助事業者および間接補助事業が⻑期的展望を有し、その将来性が期
待される計画を有しているか。 

実現性 ⑥ 専⾨家（アーティストやクリエイティブプロジェクトマネジメント経験者
等）等の⽀援や助⾔のもと、優れた、かつ独創的なアート活動が遂⾏でき
る体制となっているか。 

⑦ 12 市町村において、申請者のアート活動上必要な資源（被写体、ロケ先、
展⽰会場等）の調達をスムーズにする地域コーディネーター（ここでは所
属を問わず、その地域をよく知りつなぎ役となってくれる個⼈または団
体）の協⼒を事前に得られていることまたは協⼒を得るための計画が⼗分
に練られているか。 

⑧ 過年度より、12 市町村においてアート活動や芸術関連活動を通して地域
活性に寄与する取組を⾏っていたか（あるいは実績があるか）。 

⑨ 実施体制の中に経理担当がいて、かつ⼗分機能する実績をもつか。 
独⾃性 ⑩ 申請者ならではの洞察や意味付け、表現技法等により、独⾃性のあるアー

ト活動が期待できるか。 
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７−３. 採択件数 
 学⽣制作型および滞在制作型の合計で 5 件〜15 件程度とします。ただし、申請・採択状況によっ
て、件数は変動する場合もあります。 
※滞在制作型の公募については、別途本補助事業公募サイトで公表いたします。 
 
７−４. 採択後の⼿続・採択結果の公表 
 審査結果（採択または不採択）については、後⽇、事務局から申請者宛てにメールにて通知します。 

採択となった申請者に対しては、別途、交付規程等を配布します。交付規程等に基づき、補助⾦の
交付決定に係る⼿続を⾏っていただきます。 

その際、計上された補助対象経費については、その内容・信憑性を確認できる書類（⾒積書、カタ
ログ、仕様書等）の提出を求める場合があります。 
※ 採択された場合であっても、予算の都合等により希望⾦額から減額される場合や事業計画等の⼀
部に条件がつく場合もあります。 
※ 採択となった場合には、間接補助事業者の法⼈名、法⼈番号、住所、採択⾦額、交付決定額、交付
年度、間接補助事業計画名、間接補助事業概要、補助事業成果等を公表することがあります。 
あらかじめご了承ください。  
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＜申請にあたっての確認事項＞ 
本補助⾦の交付を申請する⽅、採択されて補助⾦を受給される⽅は、「補助⾦等に係る予算の執⾏

の適正化に関する法律（昭和３０年８⽉２７⽇法律第１７９号）」（以下、「補助⾦適正化法」）、および
「地域経済政策推進事業費補助⾦（映像芸術⽂化⽀援事業）交付規程」（以下、「交付規程」）をよくご
理解の上、また、以下に記載する各事項についても⼗分にご認識いただいた上で補助⾦受給に関する
全ての⼿続を適正に⾏っていただくようお願いします。 
 

 

補助⾦を応募する際の注意点 
 
① 補助⾦に関係する全ての提出書類において、いかなる理由があってもその内容に虚偽の記述を
⾏わないでください。 
② 偽りその他不正な⼿段により、補助⾦を不正に受給した疑いがある場合には、株式会社Wasshoi 
Labおよび経済産業省が補助⾦の受給者に対し必要に応じて現地調査等を実施します。 
③ 上記の調査の結果、不正⾏為が認められたときは、当該補助⾦に係る交付決定の取消を⾏うと
ともに、受領済の補助⾦のうち取消対象となった額に加算⾦（年１０．９５％の利率）を加えた額
を返還していただきます。併せて、経済産業省から新たな補助⾦等の交付を⼀定期間⾏わないこと
等の措置を執るとともに当該事業者の名称および不正の内容を公表することがあります。現在停⽌
中の事業者は以下 URL にて公表されています。 
https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html 
④ 補助⾦に係る不正⾏為に対しては、補助⾦適正化法第２９条から第３２条において、刑事罰等
を科す旨規定されています。あらかじめ補助⾦に関するそれら規定を⼗分に理解した上で本事業の
申請⼿続を⾏うこととしてください。 
⑤ 株式会社Wasshoi Labから補助⾦の交付決定を通知する前において、発注等を完成させた経費
については、補助⾦の交付対象とはなりません。 
⑥ 間接補助事業を遂⾏するため、売買若しくは請負その他の契約をする場合、または間接補助事
業の⼀部を第三者に委託若しくは第三者と共同して実施しようとする場合の契約（契約⾦額 100万
円未満のものを除く）に当たっては、経済産業省から補助⾦交付等停⽌措置または指名停⽌措置が
講じられている事業者を契約の相⼿⽅とすることは原則できません（事業の実施体制が何重であっ
ても同様です。）。 
掲載リンクページ：http://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html 
⑦ 補助⾦で取得、または効⽤の増加した財産(取得財産等)を当該資産の処分制限期間内に処分（補
助⾦の交付⽬的に反して使⽤し、譲渡し、交換し、貸し付け、または担保に供すること）しようと
する時は、事前に処分内容等について経済産業⼤⾂の承認を受けなければなりません。 
なお、必要に応じて取得財産等の管理状況について調査することがあります。 

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html
http://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html
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８. 補助対象経費 
８−１. 補助対象経費、補助上限額、補助率 

間接補助事業における補助対象経費は、下表の通りとします。補助⾦の⽀払額は、補助対象経費に
補助率を乗じた額と交付決定額のうち、いずれか低い額が適⽤されます。 
補助対象経費は、本事業の対象として明確に区分できるものであり、その経費の必要性および⾦額の
妥当性を証憑書類によって明確に確認できるものに限ります。証憑書類は、中間検査・確定検査の際
に事務局において確認し、証憑書類が不⼗分な場合は、当該経費を補助対象経費から除する場合があ
りますので、ご注意ください。 
 また、補助対象経費は交付決定を受けた⽇付以降に発注等を⾏い、事業実施期間内に⽀払を完了し
た経費に限ります。交付決定⽇よりも前に発注等した場合や、事業期間を過ぎてからの⽀払・引き落
とし等は、補助対象経費として認められませんので、ご留意ください。 
 なお、補助対象経費の取扱いや補助事業の実施に係る基本的な事項等については、経済産業省が作
成した、「補助事業事務処理マニュアル（以下、「マニュアル」という）」に記載されています。事業の
実施に当たっては、マニュアルを必ず事前にご確認ください。マニュアルに反する経費の取扱い等が
認められた場合、補助⾦の交付を認めない場合があります。 
 補助率は、補助対象経費の定額（10/10）以内とします。なお、最終的な実施内容、交付決定額に
ついては、厳正な審査の上、事務局で決定することとします。調整の結果、申請額を減額すること等
を条件として採択となる場合もあります。 
  
８−２. 補助対象となる経費 
◯補助対象経費⼀覧（※1） 
区分 内容 

Ⅰ． 
⼈件費 

⼈件費 
・事業計画に位置付けた事業に従事する者の⼈件費のうち、当該事業
を⾏うために必要となる⼯程に係る作業時間に対する⼈件費（※2、
※3） 

Ⅱ． 
その他
経費 

旅費 
・本事業遂⾏のために居住地と 12 市町村を往復する交通費。および
現地滞在における交通費、宿泊費 

会議費 
・事業を⾏うために必要な会議、講演会、シンポジウム等に要する経
費（会場借料、機材借料および茶菓料（お茶代）等） 

謝⾦ 
・事業を⾏うために必要な謝⾦（会議・講演会・シンポジウム等に出席
した外部専⾨家等に対する謝⾦、アート活動協⼒等に対する謝⾦等） 

原材料・備品費 
・事業を⾏うために必要な物品（ただし、1 年以上継続して使⽤でき
るもの）の購⼊、アート活動に必要な経費 

借料および損料 
・事業を⾏うために必要な機械器具のリース・レンタルに要する経費
（レンタカー代等も含む）（旅費規程がある場合、レンタカー代は「旅
費」として積算ください） 

消耗品費 ・事業を⾏うために必要な物品であって備品費に属さないもの（ただ
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し、当該事業のみで使⽤されることが確認できるもの）の購⼊に要す
る経費 

印刷製本費 
・事業で使⽤するパンフレット・リーフレット、事業成果報告書等の
印刷製本に関する経費 

運搬費 ・運搬料、宅配・郵送料等に要する経費 
補助員⼈件費 ・事業を実施するために必要な補助員（アルバイト等）に係る経費 

その他諸経費 
・事業計画に位置付けた事業を⾏うために必要な経費であって、他の
いずれの区分にも属さないもの。原則として、当該事業のために使⽤
されることが特定・確認できるもの 

Ⅲ． 
委託・
外注費 

委託・外注費 

・間接補助事業者が直接実施することができないものまたは適当で
ないものについて、他の事業者に委託・外注するために必要な経費（ほ
かの経費項⽬に含まれるものを除く） 
例） 
‐システム構成 
‐ウェブサイト構築 
‐外部委託費（専⾨会社等への依頼等） 

※1 補助対象経費の詳細については、採択後、間接補助事業者と調整するものとします。 
※2 原則として、健保等級単価計算による算定とします。 
※3 任意団体等で健保等級適⽤者がいない場合も、経済産業省［等級単価⼀覧表 令和６年度適⽤］

記載の「健保等級適⽤者以外」単価計算を元に労務単価を計算してください。なお、「様式５_積
算内訳書」の「健保等級単価算出」シート上で労務単価算出可能です。 

※  補助対象経費に占める外注・委託費の⽐率が 50%を超える場合は、その合理性を⽰す理由書を提
出いただく必要があります。 

※  判断に迷うことや不明点等があれば、事務局までご相談ください。 
 
＜補助事業事務処理マニュアル＞ 
https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/2022_hojo_manual02.pdf 
＜等級単価⼀覧表 令和 6 年度適⽤＞ 
https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/R6kenpo.pdf 
 
８−３. 補助対象とならない経費 
 間接補助事業が完了し、額の確定を⾏う際は、実績報告書および各証憑類等によって事業が適正
に実施されているか精査します。補助対象外経費について以下に掲載していますので、改めて確認
をお願いします。 
 交付決定した経費でも、補助対象外経費に当たる経費については、補助の対象とすることはできま
せんのでご注意ください。 
◯各費⽬における補助対象外経費⼀覧 

https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/2022_hojo_manual02.pdf
https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/R6kenpo.pdf
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費⽬ 細分 注意事項 
全項⽬共通 × 趣旨・⽬的に沿わない経費、積算根拠が不明確な経費 

× 外部委託のみの事業等、申請者等に主体性が認められない事業 
× 交付決定⽇前に発注・購⼊・契約等を実施したものに係る経費 
× 実施期間を超過してから⽀払・引き落とし等が⾏われた経費 

共済費 × 雇⽤に伴う健康保険、年⾦保険、雇⽤保険等の事業主負担分等 
旅費 交通費 × 特別料⾦（グリーン料⾦、ビジネスクラス料⾦等） 

⽇当 × ⽇当および⽇当に相当すると認められる定額⽀給のもの 
需⽤費 消耗品 × 補助対象事業以外に使⽤する消耗品等の購⼊費⽤ 

× ⾦券の購⼊（報償費として⽀給する場合も含む） 
備品購⼊費 × 事務所⽤備品 

× 汎⽤性のある備品（パソコン・プリンター等） 
× ⾞両購⼊代・修理費・⾞検費⽤ 
× 団体において既に必要備品を所有している場合は対象外 
× 団体以外からの必要備品の利⽤または借⽤が可能な場合、新規購⼊

は対象外 
その他補助対象外経費等 × 団体の事務所等を維持するための経費（家賃・保証⾦・敷⾦・仲介

⼿数料・光熱⽔費等） 
× 領収書がない等使途が不明のもの 
× その他団体の経常的な活動に要する経費 
× 飲⾷・奢侈・娯楽・接待の費⽤ 
× 建物の建設・修繕費、不動産購⼊費、安全柵等の整備費 
× ⾦融機関などへの振込⼿数料(発注先が負担する場合を除く)。借⼊
⾦などの⽀払利息および遅延損害⾦ 

× 交付申請書等の書類作成に係る経費 
× 事業中に発⽣した事故・災害への対応のための経費（ただし、間接

補助事業者に帰属性のない理由に基づき⽣じたキャンセル料等は
直接経費として計上できる場合もありますので、事務局にご相談く
ださい。) 

× 上記のほか、公的な資⾦の使途として社会通念上不適切と認められ
る経費 

× 公租公課 
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８−４. 補助対象経費全般に係る留意事項 
間接補助事業の実施に当たっては、以下の観点にご留意ください。 
（1） 間接補助事業の実施に当たっては、当該事業について適切な区分経理を⾏ってください。本補

助事業における補助対象経費は、間接補助事業期間内に発注等が⾏われ、利⽤された最低限の
経費であり、通常の事業活動経費と明確に区分できるもので、証憑書類によって⾦額等が確認
できるものに限ります。 

（2） 間接補助事業における発注先の選定にあたり、経済性の観点から、原則として 3社以上（実際
に発注することになる企業以外に 2 社）から⾒積を取り、その中で最低価格を提⽰した者を選
定（⼀般の競争等）してください。なお、1件あたりいくら以上の発注から相⾒積りを必要とす
るかの設定については、原則、既存の内規(※)等に基づき適正に判断してください。ただし、発
注内容の性質上、⾒積を取ることが困難な場合等、⾒積を取らないことに合理的な理由が認め
られる場合は、該当する企業を随意の契約先とすることができます。その場合、当該企業等を
随意契約の対象とするための理由書が必要となりますので、証憑書類として予めご準備くださ
い。※相⾒積りについて内規等がない場合には、事務局にご相談ください。 

（3） 発注先への⽀払は、原則として銀⾏振込となります。⼿形払や現⾦による⽀払は、⽀払実績を
確認できないため⽀払証憑としては認められませんので、ご注意ください。 

 
 
９. 補助⾦の⽀払について 
９−1. 補助⾦の⽀払時期 
採択者に対する補助⾦の⽀払時期は、以下のうち、いずれか早い⽇に⽀払うものとします。 
① 令和 7 年 3⽉ 28 ⽇（⾦） 
② 補助⾦の⽀払⾦額確定⽉の翌⽉末⽇ 
※ 期限までに実績報告書の提出がない場合や、実績報告書の不備の改善がなされない場合等は、補
助⾦の⽀払が不可能となりますのでご注意ください。 
※ 事業終了⽇が令和 7 年 2 ⽉ 14 ⽇（⾦）以降になると⾒込まれる場合は、判明した時点で必ず、事
務局へ相談してください。事前相談なく取組や⽀払の遅延が発⽣した場合は、補助⾦の⽀払が不可能
となりますのでご注意ください。 
※ 補助⾦の⽀払は、原則として間接補助事業終了後の精算払いとなります。ただし、特に必要と認め
られる場合は概算払が可能な場合がありますので、あらかじめ事務局にご相談下さい。（「１５．その
他」参照）。 
 
９−２. 補助⾦の⽀払額の確定⽅法 

間接補助事業の終了後、間接補助事業者より提出いただく実績報告書に基づいて事務局が調査(確
定検査)を⾏い、⽀払額を確定します。 

⽀払額は、交付決定額を上限として、補助対象経費のうち実際に⽀出を要したと認められる費⽤の
合計に補助率を乗じた額となります。このため、全ての⽀出には、その収⽀を明らかにした帳簿類お
よび領収書等の証憑書類が必要となります。また、⽀出額および内容についても厳格に審査し、要件
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を満たさない経費については、⽀払額の対象外となる可能性もあります。 
 
９−３. 実績報告書の提出時における実施体制把握 

補助対象として経費計上している費⽬で委託契約等を結んでいる場合については、事業終了に伴う
実績報告書の提出の際に、契約先の事業者の事業者名、間接補助事業者との契約関係、住所、契約⾦
額、契約内容を記述した実施体制資料（※）を添付してください。（ただし、税込 100 万円以上の取
引に限る。） 
委託先からさらに他の事業者に委託している場合(再委託などを⾏っている場合)も、上記同様に、

実施体制資料に記述してください。 
※ 本資料は、確定検査の際に確認する資料とします。実施体制資料作成上、請負または委託先の事
業者との契約について補助対象経費の計上の際に「外注費」としているか、「委託費」としているか
は問いません。いずれの場合も実施体制資料に記載ください。⼀⽅で、「旅費」、「会議費」、「謝⾦」、
「備品費（借料および損料を含む）」、「補助⼈件費（⼈材派遣も含む）」は実施体制資料記載の対象
外とします。 
※ 請負先または委託先からさらに請負または委託をしている場合（再委託などを⾏っている場合
で、税込 100万円以上の取引に限る。）も、上記同様に、実施体制資料に記述をしてください（再々
委託先については⾦額の記述は不要）。 

【実施体制資料の記載例】 
実施体制は原則、下記のように整理表で提⽰していただくとともに実施体制図もあわせて⽰してく

ださい。実施体制と契約先の事業者名、間接補助事業者との契約関係、住所、契約⾦額、契約内容が
わかる資料であれば様式は問いません。 
（１）実施体制表（税込 100万円以上の請負・委託契約） 

事業者名 当社との関係 住所 契約⾦額 
（税込） 

業務の範囲 

事業者 A 委託先 東京都○○区・・・ ※算⽤数字を使
⽤し、円単位で
表記 

※できる限り詳
細に記⼊のこと 

事業者 B 外注先 上記記載例参照 上記記載例参照 上記記載例参照 
事業者 C 再委託先（事業者

Aの委託先） 
上記記載例参照 上記記載例参照 上記記載例参照 

事業者 D 再委託先（事業者
Aの委託先） 

上記記載例参照 上記記載例参照 上記記載例参照 

事業者 E 再々委託先（事業
者 Cの委託先） 

上記記載例参照 記⼊不要（※） 上記記載例参照 

（※）事業者 Eは、間接補助事業者からみると、再々委託先になるので契約⾦額の記⼊は不要。 
（２）実施体制図（税込 100万円以上の請負・委託契約） 
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１０. 交付決定 
1０−１. 交付決定通知書の交付 

間接補助事業者は、採択後、交付規程に基づき、事務局に補助⾦交付申請書を提出します。 
事務局において補助⾦交付申請書の記載内容等を確認した上で、内容に不備等がなければ、交付決
定通知書を申請者に交付します。事務局から交付決定通知書を事業者あてに交付した時点から間接補
助事業の開始となります。 

なお、採択を決定した後、交付決定までの間に、事務局との協議を経て、事業内容・構成、事業規
模、⾦額などに変更が⽣じる可能性があります。その際、交付条件が合致しない場合には、採択の取
消しを⾏う可能性もありますのでご了承ください。 
 また、交付決定後、事業者に対し事務局から事業実施に必要な情報等を提供することがありますが、
情報の内容によっては、守秘義務の遵守を求められることがあります。 
 
1０−２. 交付決定に係る留意事項 

交付決定通知書に記載された交付決定⽇から、間接補助事業の開始となるため、交付決定⽇前に発
注・購⼊・契約等を実施したものに係る経費は、補助対象経費として認められません。 
 

また交付決定までに要する期間によっては、事業期間に変更が⽣じる場合もあります。従って、公
募申請時に事業計画書に記載した間接補助事業開始⽇に関わらず、交付決定⽇が間接補助事業の開始
⽇となりますので、⼗分にご留意ください。 

なお、採択決定後、交付決定までの間に、事務局との協議を経て、事業内容・構成、事業規模、⾦
額などに変更が⽣じる可能性があります。その際、交付条件が合致しない場合には、採択の取消しを
⾏う可能性もありますのでご了承ください。 
加えて、交付決定後、間接補助事業者に対し事務局から事業実施に必要な情報等を提供することが

ありますが、情報の内容によっては、守秘義務の遵守を求められることがあります。 
当該情報の取扱いには⼗分ご留意いただき、万が⼀、情報漏洩が⽣じた場合は、直ちに事務局まで
ご連絡ください。 
１１. 間接補助事業者の除外要件 
次のいずれかに該当する者は、間接補助事業者から除外します。 
× 法⼈等(個⼈、法⼈または団体をいう)が、暴⼒団(暴⼒団員による不当な⾏為の防⽌等に関する法
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律(平成 3 年法律第 77 号)第 2 条第 2 号に規定する暴⼒団をいう。以下同じ。)であるとき、
または法⼈等の役員等(個⼈である場合はその者、法⼈である場合は役員または⽀店若しくは営
業所(常時契約を締結する事務所をいう)の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経
営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。)が、暴⼒団員(同法第 2 条第 6 号に規定する
暴⼒団員をいう。以下同じ。)であるとき。 

× 役員等が、⾃⼰、⾃社若しくは第三者の不正の利益を図る⽬的または第三者に損害を加える⽬的
をもって、暴⼒団または暴⼒団員を利⽤するなどしているとき。 

× 役員等が、暴⼒団または暴⼒団員に対して、資⾦等を供給し、または便宜を供与するなど直接的
あるいは積極的に暴⼒団の維持、運営に協⼒または関与しているとき。 

× 役員等が、暴⼒団または暴⼒団員であることを知りながらこれと社会的に⾮難されるべき関係を
有しているとき。 

× 法⼈等が刑事告訴された結果、または⺠事法上の不法⾏為を⾏った結果、係争中であるとき。 
 

 
１２. 申請書類⼀覧 
申請に当たっては、各様式名の［事業者名］の［］内を変更してご提出ください。  
なお、申請期間を超過しての書類の提出・修正等は認められませんので、必ず全ての書類が揃って

いるか、記載内容に誤りがないかご確認の上、ご提出ください。   
¨ 様式１_間接補助事業申請書［事業者名］（ファイル形式：Microsoft Excel） 
¨ 様式２-学_事業計画書_学⽣制作型［事業者名］（ファイル形式：Microsoft Word） 
¨ 様式３-学_事業概要_学⽣制作型［事業者名］（ファイル形式：Microsoft PowerPoint） 
¨ 様式４-学_実施体制⼀覧表_学⽣制作型［事業者名］（ファイル形式：Microsoft Word） 
¨ 様式５_積算内訳書［事業者名］（ファイル形式：Microsoft Excel） 

※ 様式５-１は提出必須書類、様式５-２は任意提出書類です。 
¨ （任意様式）事業者の財政状況がわかる資料（ファイル形式：PDF） 

※ 法⼈格を持つ場合は、直近３年間の決算書もしくは法⼈税申告書を提出してください。 
※ 設⽴後 1 年未満の企業等、上記書類が存在しない場合は、決算書（作成されている場合）の
他に、事業計画書および収⽀予算書を提出してください。 

 
＜任意提出書類＞ 
（任意様式）申請事業者の事業概要が確認できるパンフレット・定款等 
（任意様式）申請事業者や参加する学⽣の過去の実績を⽰すポートフォリオ等 
下記２点は該当する事業者のみ提出が必須です。 
¨ 様式 6_委託外注費の割合が 50％超える理由書［事業者名］（ファイル形式：Microsoft Excel） 
¨ （任意様式）⾮課税や免税事業者であることを証明する書類の写し 
 
下記３点は任意団体のみ提出が必要な書類です。 
¨ （任意様式）団体規約 
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¨ （任意様式）「構成員の存在」「代表者の存在」「団体所在地の存在」が確認出来るもの（規約内に
記載があればそちらで構いません） 

 
 
◯書類提出に当たっての留意事項 
・ 任意様式と記載されている種類については、PDF形式、A4サイズ（210×297mm）としてくだ

さい。 
・ 様式を指定している書類については、必ず指定の編集可能な形式(Word・Excel・PowerPoint)で

お送りください。ただし、前述の形式では体裁が崩れる懸念がある場合は、PDF形式の書類も併
せてお送りください。 

・ 必要な申請書類が提出されていない場合または提出いただいた申請書類内容に漏れがある場合
は、申請を受け付けられませんので、あらかじめご留意ください。なお、申請書類の準備におけ
る留意事項は公募説明会においてご説明しますので、ぜひお申込みください。（「６−４．公募説
明会」参照） 

・ 様式 2「事業計画書」は、原則として、20ページを上限とします。 
・ 申請書類のファイル名は、原則、「（様式名）_（申請書類名）」という記載に統⼀して提出してく

ださい。 
・ 各書類の容量は合計 10メガバイト以内にしてください。 
 
１３. 使⽤する⽤語の定義  

12 市町村 
東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所の事故に伴い避難指⽰等の対象となった福島
県⽥村市、南相⾺市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双
葉町、浪江町、葛尾村および飯舘村の全 12 市町村を指します。 

交流⼈⼝ 
本事業においては、事業を通じて制作されたアート作品を観覧等するために
12 市町村を訪れる者を指す。例えば、12 市町村内で⾏われる成果報告会参加
者、展覧会来場者等。 

関係⼈⼝ 
本事業においては、事業期間中および事業期間後に実施する取組へ参加する
ため 12 市町村を訪れる等、本事業の取組に直接関与する者（芸術家、学⽣、
スタッフ等）と、その取組を⽀援する者（委託先、専⾨家等）を指します。 

学⽣ 

本事業においては、申請時点年齢が 12歳以上の中学校・⾼等学校・⾼等専⾨
学校・専⾨学校・⼤学等に所属する者を指します。 
なお、本事業において「学⽣等」と記載する場合は、学⽣、または学⽣を主体
とした事業者を指します。 

アート 

芸術分野は、絵画、彫刻、写真、インスタレーション、⾳楽、舞台芸術、建築、
⼯芸、映画、アニメーション、MV/PV、メディアアート、デジタルアート等
を想定していますが、前述の分野以外の事業を実施することも可能であり、
また、⼀般に芸術と認識されていないような分野であっても、公募要領に記
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載の⽬的・趣旨に沿った取組であれば認められる場合があります。 
取組 本事業で実施するアート活動や交流等の活動を指します。 

間接補助事業 本事業で公募し、採択された事業を指します。 
間接補助事業者 本事業で公募し、採択された事業者（法⼈、団体）を指します。 

補助事業 
本事業において、採択された間接補助事業が遂⾏できるよう、要件を満たし
た事業経費の⼀部または全部を補助する業務をはじめとした事務局業務を指
します。 

補助事業者 上記の補助事業を⾏う事業者（株式会社Wasshoi Lab）を指します。 
 
１４. 補助事業のスキーム 
 本事業は経済産業省から令和 6 年度「地域経済政策推進事業費補助⾦（映像芸術⽂化⽀援事業）」
の採択を受け、株式会社Wasshoi Labが事務局を運営しています。 
 今回の公募対象である間接補助事業者の採択、補助、⽀援等は、株式会社Wasshoi Labが経済産業
省の助⾔のもと実施します。 
 

経済産業省 
（申請）↑  ↓（補助） 

補助事業者（事務局：株式会社Wasshoi Lab）  
（申請）↑  ↓（間接補助）          

間接補助事業者（今回の公募対象）  
 
１５. その他 

以下に記載する事項についても、必ず事前にご確認いただき、ご了承いただいた上で、間接補助事
業に申請ください。 
① 本事業で制作される作品の著作権は、原則として間接補助事業者に帰属します。 
② 本公募要領は、必要に応じて改訂されることがあります。改訂された場合には、本補助事業公募
サイトでお知らせしますので、定期的にご確認ください。 

③ 補助⾦額に消費税および地⽅消費税額（以下、消費税等という。）が含まれている場合、交付規程
に基づき、消費税額および地⽅消費税額の確定に伴う報告書を求めることになります。 

これは、間接補助事業者が消費税等の確定申告時に、仕⼊控除とした消費税等額のうち補助⾦
充当額について報告をさせ返還を命じることにより、間接補助事業者に仕⼊控除とした消費税等
額のうち補助⾦充当額が滞留することを防⽌するため規定されています。 

しかしながら、上記の報告書は、補助⾦精算後に⾏う確定申告に基づく報告となり、失念等に
よる報告漏れが散⾒されることや、間接補助事業者における煩雑な事務⼿続回避の観点から、以
下のとおり取り扱うものとします。 

交付申請書の補助⾦申請額算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外して補助⾦額
を算定し、交付申請書を提出してください。 



 
 

25 
 

ただし、以下に掲げる間接補助事業者にあっては、間接補助事業の遂⾏に⽀障をきたす恐れが
あるため、消費税等を補助対象経費に含めて補助⾦額を算定します。なお、間接補助事業者側が、
消費税等を補助対象経費としないことを要望すればこの限りではありません。 
※消費税等を補助対象経費とした場合には、状況の変更により消費税に係る仕⼊控除税額が発⽣
することによる報告および返還が発⽣する場合がありますのでご注意ください。 
ア. 消費税法における納税義務者とならない事業者 
イ. 免税事業者である事業者 
ウ. 簡易課税事業者である事業者 
エ. 国または地⽅公共団体（特別会計をもうけて事業を⾏う場合に限る。）、消費税法別表第 3 に

掲げる法⼈の事業者 
オ. 国または地⽅公共団体の⼀般会計である事業者 
カ. 課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕⼊控除税額確定後の返還を選

択する事業者 
 
③ 補助⾦の⽀払については、原則として通常は間接補助事業終了後に実績報告書の提出を受け、事務
局による確定検査を踏まえて補助⾦額を確定後に精算払いとなります。ただし、特に必要と認めら
れる場合、年度の途中での事業の進捗状況を確認し、代⾦の⽀払が済んでいることを確認した上
で、当該部分に係る補助⾦を⽀払うこと(概算払)が可能な場合もあります。概算払を要する場合は、
事前に事務局までご相談ください。なお、補助⾦は経理上、⽀払を受けた事業年度における収⼊と
して計上するものであり、法⼈税等の課税対象となります。 

 
④ 間接補助事業終了後の補助⾦額確定に当たり、その収⽀を明らかにした帳簿類および領収書等の
証拠書類（証憑）の確認ができない場合には、当該経費は補助対象外となります。 

 
⑤ 間接補助事業者が「補助⾦等に係る予算の執⾏の適正化に関する法律(昭和 30 年法律第 179 号)」
等に違反する⾏為等(例：他の⽤途への無断流⽤、虚偽報告など)をした場合には、補助⾦の交付取
消・返還、不正の内容の公表等を⾏うことがあります。 また、間接補助事業者が実質的に事業を
⾏っていないと認められる場合(例：名義貸し等)には、補助⾦の交付決定後であっても、交付決定
を取り消すことがあります。 

 
⑥ 間接補助事業を遂⾏するため、売買、請負その他の契約をする場合、若しくは間接補助事業の⼀部

を第三者に委託し、または第三者と共同して実施しようとする場合の契約に当たっては、経済産業
省から補助⾦交付等停⽌措置または指名停⽌措置が講じられている事業者を契約の相⼿⽅とする
ことは原則できません(補助事業の実施体制が何重であっても同様)。 

 
⑦ 間接補助事業者は、間接補助事業の経費については、帳簿および全ての証憑書類を備え、他の経理

と明確に区分して経理し、常にその収⽀の状況を明らかにし、間接補助事業の終了(廃⽌の承認を
受けた場合を含む)した⽇の属する会計年度の終了後 5年間、事務局の要求があったときは、いつ
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でも閲覧に供せるよう保存しておかなければなりません。 
 
⑧ 間接補助事業終了後に、会計検査院が実地検査に⼊ることがあります。本事業は国の交付する間接

補助事業であることを踏まえ、検査にはご協⼒をお願い致します。なお、実地検査の結果、補助⾦
の⽀払に不備等が発覚した場合には、補助⾦の返納を求められる可能性があります。そのために
も、上記に挙げたような、間接補助事業のルールに基づく適切な経理区分、証憑書類の整備・管理
等を⾏っていただくようご注意ください。 

 
⑨ 提出された事業計画書等の申請書類および実績報告書等ついては、「⾏政機関の保有する情報の公
開に関する法律」（平成１１年５⽉１４⽇法律第４２号）に基づき、不開⽰情報（個⼈情報および
法⼈等または個⼈の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの等）を除い
て、情報公開の対象となります。なお、開⽰請求があった場合は、不開⽰とする情報の範囲につい
て経済産業省との調整を経て決定することとします。 

 
⑩ 間接補助事業を遂⾏するにあたっては、関係法令を遵守してください。 
 
⑪ 間接補助事業終了後、必要に応じて間接補助事業者に対して、間接補助事業の成果についての公表

⽤資料の作成や発表へのご協⼒を依頼させていただくことがあります。可能な範囲でご協⼒をお
願い致します。 

 
⑫ 採択後、間接補助事業についてメディア(テレビ、新聞、雑誌、ウェブ等)への露出や展⽰会への出

展等が⾏われる際には、事務局に⼀報をお願い致します。 
 
 
１６. お問合せ  
お問合せは、すべて電⼦メールにて受け付けます。 
ご不明な点がございましたら、以下メールアドレスまでお気軽にお問い合わせください。 
 
【公募内容・申請に関する問合せ先】 
＜ハマカルアートプロジェクト 2024 事務局メールアドレス＞ 
contact★hamacul-project.com 
 
※上記の「★」記号を「@」記号に置き換えて下さい。 
※件名に『【問合せ】（申請団体名）○⽉○⽇までに回答希望』と記載してください。 
※問合せ対応時間は平⽇ 9:00〜18:00 となります。 
※対応時間外にいただいたメールは、翌対応時間以降の対応となりますのでご了承ください。 
※公募受付期間中は、問合せが集中しますので、余裕を持ったご連絡をお願いいたします。 


